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２００５年４月１日～２００６年３月３１日

環境マネジメントについてはハリマ化成国内単体（本社、研究
所、７工場、営業所）およびハリマＭＩＤについて記載していま
す。環境パフォーマンスデータは、ハリマ化成国内単体、ハリマ
Ｍ.Ｉ.Ｄ.および国内関連会社＊1４会社について記載しています。

環境省の「環境報告書ガイドライン（２００３年度版）」、および
「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に
配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配慮促進法）」
（２００５年４月１日施行）を参考にしました。

●対象期間

●対象範囲

●記載項目

＊1 国内関連会社

２００５年度まで発行していた環境報告書では、環境保全に関する活動について報告していました。本報告書では、そうした環境報告にとどまら
ず企業の社会的責任全般に報告内容を広げ、報告書のタイトルも「環境・社会報告書」としました。作成にあたっては、顔の見える親しみの持
てる報告書にできればと思い、多くの従業員の声を顔写真つきで紹介しました。

環境社会報告書の記載範囲

編集方針

ごあいさつ
事業概要
会社概要
企業理念、環境方針
企業行動基準
コーポレート・ガバナンス、コンプライアンス
ハリマのあゆみ
2005年度の主な実施項目

サイトレポート

環境への取り組み
環境マネジメント
環境負荷フローチャート
環境会計
環境負荷低減への取り組み
環境配慮商品の開発
化学物質の管理

会社名 事業内容
ハリマ観光株式会社 ゴルフ場、ホテル経営

ハリマメデイカル株式会社 医療機器の滅菌代行サービス

株式会社セブンリバー 工業用洗浄及び製造販売

ハリマ化成商事株式会社 倉庫業務
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ごあいさつ

基本理念を実践し、
持続可能な社会づくりに貢献します。

　当社は創業以来、地球にやさしい天然資源である「松」から得られる有効物質を先進のテクノロジーで製品
化して、人々のくらしに貢献することで、基本理念である「自然の恵みをくらしに活かし潤いのある豊かな社会の
創造を目指す」を実践しています。
　この基本理念を継続的に実践することこそが、地球環境に配慮した持続可能な社会づくりに貢献できると考
えています。
　「環境の世紀」である21世紀において、企業は目先の利益を追うだけでなく、将来の地球のために何をす
べきかを考え、率先して行動することが不可欠な時代だと考えています。

環境問題に自主的、積極的に取り組み、企業としての責任を果たします。
　2005年3月、加古川製造所内にバイオマスであるトール油副産品を燃料とした発電設備を完成させました。こ
の設備により従来購入していた電気を自家発電で賄うことができ、さらに売電分のCO2を加味すると2005年度は約
6,000トンのCO2排出量を削減したことになります。
　この量は日本の平均一世帯当たりの年間CO2排出量の約1,000世帯分に相当します。今後もこのバイオマス発
電設備を有効に稼働させ、地球温暖化防止に寄与していきます。
　当社では地球環境にやさしいものづくりとして、他社に先駆け、鉛を使わないはんだ（鉛フリーはんだ）の開発を
進めてきました。この結果、1998年世界で初めて鉛を使わない鉛フリーソルダーペースト（MICROSOLDER®)がMD
プレイヤーに採用され、それ以来PDP（プラズマディスプレイパネル）、DVD、ノートパソコン等、数々の電子機器に採
用されています。また2006年7月よりEUではRoHS（電気電子機器の特定有害物質使用制限）指令が発効されま
したが、当社の鉛フリーはんだは、これにも準拠しています。今後も環境にやさしいものづくりに努めていきます。

社会的責任を果たし、企業価値の向上を目指します。
　企業は社会の一員であることを十分自覚し、CSR（企業の社会的責任）をきちんと果たし、企業経営の透
明性を高め、企業価値を高めることで当社のステークホルダーの皆さまから信頼を得て、社会に貢献できる
企業を目指します。
　2003年に制定した「企業行動基準」に則って、事業活動を進めることが当社のCSRの基本であると考え
ています。

　なお今回より、報告内容を広げ、タイトルを「環境・社会報告書」としました。ぜひご一読いただき、皆様のご
意見をいただければ幸いです。

代表取締役社長



事業概要

アルミニウムろう付け材料
自動車に使用されている熱交換器はアルミ
ろう付けが必要です。ハリマ化成はプリコー
ト法で新しいろう付け材料を開発しました。
これにより熱交換器は軽量化され燃費が
向上し、CO2の削減にも貢献しています。

電子材料
電子材料の分野では“クリーン＆ファイ
ン”をコンセプトに省資源、省エネルギー、
自然環境との調和をめざした製品を開発
しています。

印刷インキ用樹脂
環境にやさしく、印刷を美しく仕上げ、速
乾性により印刷スピードをアップさせる
インキ用樹脂の製造で高度情報化社会
に貢献しています。

塗料用樹脂
カラフルな色で人々の目を楽しませる塗
料。仕上がりの美しさはもちろん、環境に
やさしい脱有機溶剤化を実現した高品質
な塗料用樹脂をお届けしています。

合成ゴム用乳化剤
自動車タイヤなどのSBRという合成ゴム
の製造工程に欠かせない乳化剤。日本の
自動車のタイヤの半数、2本に1本にはハ
リマ化成の製品が活かされています。

製紙用薬品
インキのにじみを防ぐサイズ剤、紙の強度
を向上させる紙力増強剤、印刷適性を高
めるコーティング剤など、幅広い種類の
製紙用薬品を製造しています。

接着用樹脂
接着剤の粘着力をアップする粘着付与
剤。環境にやさしく、ポリエチレンなどのプ
ラスチックにも抜群の粘着性を発揮する
ロジン系粘着付与剤を提供しています。

　地球の誕生から遥かなる歳月をかけて創造された

自然界のバランス。それは、わたしたちが決して崩して

はならない、地球に生きるもの全ての生命の源です。

　ハリマ化成の事業は「パインケミカル事業」と呼ばれていま

す。パインとは松を意味し、パインケミカル事業は、自然の中

で育まれる１本の松の苗木から始まります。松は、石油や石

炭のような限りある資源とは異なり、植林することで半永久的

に再生可能な地球環境にやさしい天然資源です。松は、約

２０年かけて成木になり、製紙用材料としてパルプに加工され

ますが、ハリマ化成では、その際に副産物として抽出される

粗トール油から「ロジン」を得て、このロジンを原料に、環境

にやさしい印刷インキ用樹脂、塗料用樹脂、接着剤用樹脂、

合成ゴム用乳化剤、製紙用薬品、電子材料、アルミニウム

ろう付け材料など、さまざまな製品を開発して人々のくらしに貢

献しています。

　松から得られるロジンは、紀元前より水漏れ防止剤に使われ

たり、古代ギリシャでは、照明や宗教的儀式に使用されるなど、

古来から人々の生活に利用されていましたが、ロジンには、粘

着力、防水力などの化学的特性が認められ、今日では、化学

工業原料として多様な場面でその機能を発揮しています。

　ハリマ化成は１９４７年の創業以来、自然の恵みであるロジ

ンの化学的有効利用を追及しながら、事業活動の源であるロ

ジンを途絶えさせないために「自然に負荷をかけない生産シス

テムの構築」「自然環境にやさしい製品の開発」を通じて自

然と共生する「循環型事業」を実践しています。

ハ
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社名 ハリマ化成株式会社
設立 1947年11月18日
資本金 １００億円
本店 兵庫県加古川市野口町水足６７１－４
大阪本社 大阪市中央区今橋４丁目４番７号
東京本社 東京都中央区日本橋３丁目８番４号
従業員数 ４１９名
事業内容 合成樹脂、製紙用薬品、電子材料

などの分野における各種材料の研
究開発、製造ならびに販売

研究所 中央研究所、筑波研究所

工場 加古川製造所、東京工場、富士工場
茨城工場
北海道工場、仙台工場、四国工場

営業所 東京営業所、大阪営業所
名古屋営業所、中国営業所
富士営業所、北海道営業所
仙台営業所、四国営業所

（２００６年３月３１日現在）

■ 財務ハイライト
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会社概要
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企業理念、環境方針

■ 企業理念

わたしたちは、自然の恵みをくらしに活かす企業です。
わたしたちは、潤いのある豊かな社会の創造を使命に
人と技術を大切にするグローバルカンパニーを目指します。
わたしたちは、理解し、協力し、心から信頼し合うこと
そして知的で感性豊かなチャレンジャーであることを
行動の基本とします。
わたしたちの心は、ＹＥＳ．ナンバー１

■ 環境方針

　私たちは、「自然の恵みをくらしに活かす」を企業理念とし、企業活動が周辺地域の
みならず地球環境にも密接に関わり合っていることを認識し、一人ひとりが環境方針
に基づき環境保全活動を積極的かつ継続的に推進します。

ＩＳＯ１４００１に基づく環境マネジメントシステムの構築を行い、全従業
員参加でシステムの継続的改善を図ります。
パインケミカル事業が、再生可能な天然資源の有効利用であることを意
識し、環境にやさしい商品の開発に努めます。
当事業所の活動、製品、サービスに係わる法規制、協定および私たちが同
意したその他の要求事項を遵守し、汚染の予防に努めます。
環境目標を設定し、環境実績の継続的な改善に努めます。　　　　　　
①省エネルギーの推進　②廃棄物の削減　③大気汚染の軽減　　　　　　　　　
④有害化学物質の適正管理　⑤排水環境負荷の削減

環境教育、啓蒙活動を通じて、全従業員への環境方針の理解と意識の向
上を図り、社内外において環境に配慮した行動をします。
この環境方針は、関係企業、地域住民の方々等の利害関係者および一般
の人々にも開示します。

1.

2.

3.

4.

5.

6.
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企業行動基準

■ 企業行動基準

　この企業行動基準は、ハリマ化成がその企業理念のもとで事業活動を行っていく
上で、会社および役員、社員が遵守する行動の基準を定めるものである。

　　ハリマ化成およびその役員、社員は、以下に定める基準の精神を理解し、これを遵守する。役員
は、この基準遵守の実現が自らの重要な役割であることを認識し、率先垂範の上、関係者への周知徹
底と社内体制の整備を図る。また、役員は、この基準に違反する事態が発生したときには、自らの責任
で問題解決にあたると共に、原因究明、改善を図り、再発を防止する。

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

わたしたちは、「自然の恵みをくらしに活かす」を基本とし、人と技術を大切にする研究開発
を通じて、豊かな社会の創造に寄与することを目指します。

わたしたちは、社会にとって有益で優れた商品を生産、提供することにより社会に貢献すると
共に、事業活動のすべての面で商品の安全性に配慮し、行動します。

わたしたちは、その調達活動および販売活動において、全ての取引先に誠意をもって接すると
共に、公正かつ適正な取引条件を設定しそれを遵守します。健全な取引慣行を逸脱する行為、
社会通念にもとる行為は行いません。

わたしたちは、営業秘密を含む知的財産の重要性を認識し、他者の権利を尊重すると共に、自
らの権利を守り、防衛します。

わたしたちは、事業活動に必要な資源やエネルギーはもちろんのこと、さまざまな点でこの
地球から恩恵を受けており、この地球環境をよりよい状態に保つための自主的、積極的な活
動を行います。

わたしたちは、株主をはじめ広く社会とのコミュニケーションを行い、社会にとって有用な情
報を積極的かつ公平に開示し、透明性の高い開かれた企業として信頼を得るよう努力します。

わたしたちは、事業を通じての社会貢献はもとより、社会を構成する良き企業市民として社
会貢献活動や文化、教育活動とその支援を積極的に行います。

わたしたちは、その事業活動にあたって法令、その他の社会的規範を遵守し、公明かつ公正に
行動します。また、政治、行政との健全かつ正常な関係を保つと共に、社会の秩序や企業の健
全な活動に悪影響を与える個人、団体に関わるなど、社会良識に反する行為は行いません。

わたしたちは、海外進出に際し、国際ルールや法令の遵守はもとより、習慣および文化を尊重
し、進出先の国家、地域の発展に積極的に貢献します。

わたしたちは、社員一人ひとりの人格と個性を尊重し、ゆとりと豊かさを実現できる環境整
備に努めます。また、安全で働きやすい職場環境確保に努めます。
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コーポレート・ガバナンス 、 コンプライアンス

経営体制について

　当社では、毎月１回定時取締役会を開催しており、重要事項は全て
付議され、業績の推移につきましても論議され対策等を検討しています。
また、当社の役員は、取締役と監査役という枠組みの中で、執行役員制
度を導入しており、取締役１０名の内８名は執行役員を兼務し、取締役
会の経営戦略意思決定および業務監督機能と執行役員による業務
執行機能を分離することにより、経営環境の変化に迅速に対応できる
体制を整えています。

■ コーポレート・ガバナンス（企業統治）

　当社は、迅速な意思決定および経営の透明性、合理性向上を図るため、取締役会、監査役会および内部監査体制を充実させてい
ます。また、広報室を中心にした投資家等へのＩＲ活動を活発に行うことにより「コーポレート・ガバナンスの充実」に注力してまいりました。

監査体制について

　当社では、監査役３名(内社外監査役２名)を配置し、監査役会設置
会社の体制をとり、常勤監査役は、取締役会、経営会議に全て出席し、
取締役の職務執行状況を常に監視しています。また、社外監査役2名
の内１名は弁護士であり、法律改正や法令遵守の観点から適切なアド
バイスを受けています。内部監査につきましては、監査室が会計監査お
よび業務監査を実施して、コンプライアンスの徹底や業務改善に反映さ
れています。

コンプライアンス体制について

　２００３年５月に「企業行動基準」を制定し、役員、社員が遵守すべき
行動の基準を提示するとともに、社内における企業倫理遵守の徹底を
図るために、取締役を中心に構成する「企業倫理委員会」を設置してい
ます。併せて、企業倫理に関る諸問題の通報窓口「相談窓口」を社内
に設置しましたが、通報者が不利益を受けないように、通報者の秘密等
は厳守されています。

■ コンプライアンス（法令遵守）

　当社では、企業理念を実現して、企業としての存在価値を認められるために、法令を遵守することはもちろんのこと、社会の信頼に
応える高い倫理観をもって企業活動に取り組んでいます。

個人情報保護体制について

　２００５年１０月に「個人情報保護方針」ならびに「個人情報保護規
程」および同関連規程を制定し、個人情報保護管理体制および個人
情報の適切な取扱い等を定め、個人情報保護法に対応できる体制を整
えています。

コーポレート・ガバナンス体制

株 　 主 　 総 　 会

監 査 役 会

会 計 監 査 人

取 締 役 会

代 表 取 締 役

経 営 会 議

各 部 門 ・ 関 係 会 社

企 業 倫 理 委 員 会

企業行動基準
行動基準ハンドブック
相談窓口

選任・解任選任・解任

監査

会計監査

選定・監督

リスクマネジメント委員会

（ 内 部 ） 監 査 室
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ハリマのあゆみ

ハリマ化成　環境への取り組みのあゆみ 　年　 　国内外の動き
会社設立 1947

1953 水俣病（有機水銀中毒）発生
わが国初のトール油精留プラント完成 1958

1961 四日市市で喘息患者多発
1967 公害対策基本法制定

（以降、大気汚染防止法、水質汚濁防止法など制定）
1972 国連人間環境会議で「人間環境宣言」採択

クローズドシステムのトール油精留プラント完成 1973 瀬戸内海環境保全臨時措置法制定（1978年恒久法化）

（大阪証券取引所市場第二部に上場） 1985 オゾン層保護条約「ウィーン条約」採択
1987 オゾン層を破壊する物質に関する「モントリオール議定書」採択

　　　　　　 1987 ＩＳＯ９０００シリーズ発行
（東京証券取引所市場第二部に上場） 1989 有害廃棄物の越境規制条約（バーゼル条約）採択

（新社名「ハリマ化成株式会社」）
（東京および大阪証券取引所市場第一部に指定替え） 1990
省エネルギー優良工場表彰を受ける（加古川製造所） 1991 再生資源利用促進法制定（リサイクル法）施行

1992 地球サミットにおいて「環境と開発に関するリオ宣言」採択
アロマフリー対応インキ用樹脂開発 1993 環境基本法制定
鉛フリーはんだの共同研究スタート

兵庫労働基準局長賞（努力賞）受賞（加古川製造所） 1994
静岡労働基準局長賞（努力賞）受賞（富士工場）

1995 容器包装リサイクル法制定
1996 ＩＳＯ１４００１発行

品質保証室設置　ＩＳＯ９００１取得へ活動開始 1997 京都議定書採択（ＣＯＰ３京都会議）

ＩＳＯ９００１取得 1998 特定家庭用機器再商品化法制定（家電リサイクル法）
1998 エネルギーの使用の合理化に関する法律改正（省エネ法）
1998 地球温暖化対策推進法制定

ＩＳＯ９００１全社取得 1999 ＰＲＴＲ法制定、ダイオキシン類対策特別措置法制定

ＩＳＯ１４００１取得（加古川製造所） 2000 グリーン購入法制定
2000 循環型社会形成推進基本法制定
2001 「環境報告書ガイドライン」発表

エネルギー管理優良工場表彰を受ける（加古川製造所） 2002 土壌汚染対策法制定
ＩＳＯ１４００１取得（富士工場） 建設工事に係わる資材の省資源化に関する法律施行

エネルギー政策基本法公布
初めての環境報告書作成とホームページへの掲載 2003 土壌汚染対策法施行

循環型社会形成推進基本計画策定
ＩＳＯ１４００１取得（東京工場） 2004 改正化審法施行

ＩＳＯ１４００１　加古川、富士、東京工場システム統合
2005 京都議定書発効

自動車リサイクル法施行
改正大気汚染防止法の施行

2006 ＲｏＨＳ規制

■ 環境年表
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2005年度の主な実施項目

項　目 2005年度の主な実績 掲載ページ

コーポレート・ガバナンス
コンプライアンス

「個人情報保護方針」ならびに「個人情報保護規程」および同関連規程
を制定し、個人情報保護管理体制を整備  P.8

環境報告 リサイクルシステムの構築
・バイオマス発電設備本格稼働
・３Ｒ（リユース、リデュース、リサイクル）の推進

P.12

環境マネジメント
・２００５年１２月ハリマテックマレーシアISO14001認証取得 P.13

環境会計
・効果把握の精度向上
・グリーン購入率６８％ 

P.15

環境負荷の低減
・ＣＯ2前年比２４％（６０００ｔ）削減
・ＳＯx前年比２５％削減  

P.16

廃棄物の低減
・焼却灰のリサイクルにより埋立量前年比３３％削減    P.17

従業員とのかかわり ２００６年４月「新人事制度」施行 P.23

社会とのかかわり ・各拠点の環境活動推進
・海外拠点、営業部門に対する環境教育実施 P.26

社会との
コミュニケーション

・工場視察を通じて情報開示（２６団体、延べ約５００人の視察受
入れ） 

・大災害を想定した付近住民のライフライン確保訓練

P.27

P.28



循環型事業のしくみ

　ハリマ化成の企業活動は、1本の松の
木から始まります。
石油や石炭のような限りある資源とは異
なり、松は植林することで半永久的に再
生可能な、地球環境にやさしい天然資源
です。

各職場一つひとつの取り組みが、一人ひとりの意識が大きな力になります。

北海道工場
我喜屋  尚

環境への取り組みの中で、ゴミの減
量化、リサイクル、エネルギーの節約
が大切だと思います。私はゴミの分
別や事務用品のグリーン購入、また
パソコン電源管理など事務所ででき
る省エネを実践しています。

東京工場
河上  哲徳（係長）

東京工場では、製品出し時の臭気
対策に力を入れてきました。昨年はフ
レーカー出し時の脱臭装置の改良、
今年はドラム出し時の臭気対策を行
いました。フードをエア駆動にするな
どにより作業性も確保できました。

東京本社
斉藤  真由美

ハリマ化成の社員になってから学生時
代よりも環境を考えるようになりました。
バイオマス発電やグリーン購入、ゴミ削
減など積極的な取り組みを知ったから
です。自分も一員として恥ずかしくない
よう環境のために自分にできることを考
え実行していこうと思います。

中国営業所
糸瀬  龍次（営業主任）

情報網の発達により個々の意思意見もグロー
バルに表現される社会です。より一層お客様、
消費者、地域社会の立場になり開発、製造、
販売に取り組んでいます。特に臭気、残留物
管理に関し要望が多く、十分な配慮が必要で
す。今後も環境に配慮した取り組み、製品を
推奨していきます。

チップ

CO2を吸収

20～25年

森のリサイクル

パルプ

電力会社

電子材料印刷インキ用樹脂 合成ゴム用乳化剤粘接着剤用樹脂

塗料用樹脂 製紙用薬品

社会のくらしに活きるハリマ化成の技術

トール油精留プラント
（ハリマM.I.D.）

粗トール油

脂肪酸・ロジン

バイオマス発電事業

加古川製造所 バイオマス発電設備

CO2

環境への
負荷0

ゼロ

紙

循環型事業のしくみ
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1. 環境

ハリマ化成は、「自然の恵みをくらしに活かす」を基本理念に創業以来、再生可能な植物資源「松」から得られる有用物質を人々の
生活に役立つ製品に変えてお届けすることにより循環型企業として事業展開してまいりました。さらに地球温暖化の原因となるCO2
排出低減にも積極的に取り組んでいます。

環境への取り組み

11

　小さな松の苗木は、約20年という時間
をかけて成木になり、製紙用材料として
パルプに加工されます。ハリマ化成では、
その際に抽出される粗トール油から「ロジ
ン」を得ています。このロジンこそが、ハリ
マ化成の企業活動の源となるのです。

　ハリマ化成ではロジンの化学的特性を
活かし、環境にやさしいさまざまな製品を
生み出しています。これらの化学工業原
料は、塗料や粘着テープ、車のタイヤや
家電部品など、身近な生活用品に姿を変
えて、人々のくらしに役立てられています。

社員の声
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お客様に買っていただく電気という商品は、「在庫
ゼロ」「ユーザー直結」という特殊性を持っていま
す。これは発電所の運転そのものが品質管理と
物流を包括し更に是正の時間軸が存在しないこと
を意味します。私たちはこの特殊性を十分に認識し
「新エネ電力供給事業者」として環境面から更な
る社会貢献を果たしたいと考えています。

ハリマＭ.Ｉ.Ｄ.
角田  吉次

バイオマスとは
バイオマスとは生物資源のことで、生物
資源は成長過程で大気中のCO2を固
定化しています。バイオマスを燃焼した
時に発生するCO2は成長過程で固定
化したCO2を放出するだけであり、CO2
の増加につながらないと国際的（京都
議定書）に認められています。

リサイクルシステムの構築

　京都議定書が2005年2月16日に発
効されました。温暖化ガスの削減に向け
各国はいっそうの省エネ努力を進めてい
ます。このまま温暖化が進むと2100年
頃に日本付近は平均降水量が約20%
増え、真夏日が100日を超えるといわれ
ています。このような流れの中で、当社は
「自然の恵みをくらしに活かす企業」の
基本理念をベースに、2002年度から粗
トール油を利用したバイオマス発電事
業に取り組み、2003年度に「松から抽出

された粗トール油を精留した後の排出油
を燃料としたバイオマス発電事業」が経
済産業省の「新エネルギー事業者支援
対策事業」として認定されました。それを
受け、国の補助金事業として、2004年
6月に工事を着工し、2005年3月に設備
を完成させました。本設備から発生する
蒸気と電力は、加古川製造所の全てを
賄い、余剰電力は、2003年4月に施行
された「RPS法」の趣意に基づく新エネ
ルギー電力として売電する事業で、年間

12,000トンのCO2の削減効果を見込ん
でいます。この量はＡ重油に換算すると
4,400キロリットルに相当し、もし植林をし
て樹木にCO2を吸収させるならば860万
平方メートル（甲子園球場の約125倍）
の広さの植林が必要になります。尚、当
社は既にバイオマス燃料を使用すること
により、実績として年間30,000トン程度
のCO2の削減をしています。

N

S

バ
イ
オ
マ
ス
燃
料

排ガス

蒸気5.1MPa,30t/h

蒸気

工　場

蒸気タービン発電機
4,000kW 自家消費

1,500kW

売　　電 2,500kW
一般家庭 6,000軒分

湿式脱硫装置

電気集塵機

3Rの推進

　ハリマ化成では、企業活動を通
じて発生する廃棄物を削減する
ために３R活動を推進しています。

３R

Reuse
（リユース）
繰り返し使う

工場内で発生する余過剰物
を繰り返して使います。

Reduce
（リデュース）

発生を抑制する
不要物そのものを発生
させないようにします。

Recycle
（リサイクル）

再生する
不要物を別な用途で再

生します。

「3R」とは、Reuse・Reduce・Recycleの3つのRを示しています。

1. 環境

ごみ減量キャンペーン

分別徹底

機密書類処理

バイオマス発電設備の仕組み
（加古川製造所）

【注釈】
粗トール油：木材は繊維が主成分
であるセルロースと繊維を結合す
る役目のリグニンや松脂、水分など
から構成されています。木材チップ
に化学薬品を加え、高温高圧で分
解して繊維を取り出す一方、油脂
やリグニンなどが化学薬品に溶け
出し、黒液が得られます。この黒液
を硫酸分解して抽出されたものが
粗トール油です。

ＲＰＳ法：Renewables Portfolio 
Standard法の略、「電気事業者
による新エネルギー等の利用に関
する特別処置法」といわれ、エネル
ギーの安定かつ適切な供給を確保
するため電気事業者に対して毎年
その販売電力量に応じた一定割合
以上の新エネルギー等から発電さ
れる電気の使用を義務付け、新エ
ネルギーの更なる普及を図るもの
です。2003年4月より施行され、対
象電力は風力、太陽光、地熱、中小
水力、バイオマス発電です。
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1. 環境

環境方針を掲げＩＳＯ1400１に基づく環境マネジメントシステムを展開しています。全社が一丸となってＰＤＣＡ（計画、実施、評価、
見直し）サイクルを回し、継続的に環境への負荷を低減し環境保全活動を進めています。

環境マネジメント

環境管理体制

　各サイト毎に環境委員会を設置し、活動計画の審議や活動結果の評価、改善を
行っています。

13

環境監査

　定期的な内部監査、外部審査を実施し改
善を行なっています。外部審査は、社外認証
機関により実施しています。審査での指摘事
項に対しては、各事業所で着実に対応し、ま
た他部署への横展開により継続的改善を進
めています。

加古川製造所

ハリマＭ.Ｉ.Ｄ.
中央研究所
富士工場
東京工場
茨城工場

北海道工場
仙台工場
四国工場

東京・大阪本社
各営業所
筑波研究所
ハリマ観光（株）

ハリマメデイカル（株）
（株）セブンリバー
ハリマ化成商事（株）

社
　

長

環
境
担
当
役
員

環
境
管
理
責
任
者

内
部
監
査
チ
ー
ム

ＰＤＣＡサイクル

経営層による見直し
（ＡＣＴＩＯＮ）

計画
（ＰＬＡＮ）

1年間の実績評価
経営層による
見直し会議

環境方針に
基づき環境目標設定

点検および是正処置
（ＣＨＥＣＫ）

  実施および運用
（ＤＯ）

環境委員会の開催
環境目標達成
状況確認

環境目標の実行
基準書の作成

ＩＳＯ14001認証取得状況

　ＩＳＯ14001の認証取得を積極的に
進めています。
　海外拠点の取得も進めています。

社　名 2003 2004 2005 2006 2007
以前 6月 予定

ハリマ化成加古川製造所 ●
ハリマ化成富士工場 ●
ハリマ化成東京工場 ●
ハリマ化成茨城工場 ●
杭州播磨電材技術有限公司 ●
ハリマテックマレーシアSｄｎ.Bｈｄ ●
ハリマテック、INC. ●
杭州杭化播磨造紙化学品有限公司 ●

社員の声

茨城工場は、ＩＳＯ１４００１認証取得に向け活動し
てきました。現在は、原料、製造機械、生産工程、
製品、廃棄物そして事務用品グリーン購入などあら
ゆる面で地球にやさしい工場づくりを目指して全員
で取り組んでいます。

茨城工場　長田  隆志（班長）

青色の事業所は、ISO14001を取得
茨城工場は、２００６年６月取得

活動結果

２００５年度 ２００６年度 2010年度
テーマ 目　標 実　績 判定 関連情報 目　標 目　標

省エネルギー エネルギー使用量
の原単位２%削減 原単位34％増加 Х 16 原単位2％削減 02年度比原単位

10％削減
温暖化防止 CO2原単位２％削減 原単位２８％削減 ○ 16 対前年９％削減 90年度比6%削減

廃棄物の削減 発生量５％削減 ２％削減 Х 17 発生量5％削減 ゼロエミッション
工場外排出量5％削減 ７％削減 ○ 社外排出量５％削減 （0.5％以下）達成

化学物質の管理 ＰＲＴＲ物質排出量削減 大気排出量：６％増加 Х 22 大気排出量：１０％減 大気排出量02年度比25%削減

労働安全 人身有休：0件 人身有休：0件 ○ 24 人身有休：0件 人身有休：0件
臭気苦情：0件 臭気苦情：1件 Х 臭気苦情：0件 臭気苦情：0件

【注釈】
環境マネジメントシステム：企業等の
組織が自主的、継続的に環境への負担
を低減するための管理の仕組み。

ＰＤＣＡ：環境マネジメントを推進して
いくために自らが立てた計画通りに実
施できたかを点検し、できていなければ
改善策を講じていくシステムをＰＤＣＡ

（Plan Do Check Action）という。

ＩＳＯ１４００１：国際標準化機構（ＩＳ
Ｏ）が定めた環境マネジメントに関する
国際規格。組織活動によって生じる環
境負荷を継続的に改善していくために
どのようにシステムを構築すればよい
かを定めたもの。

　２００５年度の目標と実績は下表のとおりです。エネルギー使用量についてはバイオマス発電の稼働により
燃料使用量、電気使用量とも大幅に増えました（化石燃料は横ばい、バイオ燃料増加）。一方、発電による
電気の内製および余剰電力を販売することによる控除により、CO2排出量は前年より６0００トン削減できま
した。廃棄物は、分別の徹底、社内処理を推進することにより社外への廃棄物排出量を削減できました。

【判定】　〇：目標を達成　△：目標達成５０％以上　×：目標達成５０％以下

集計範囲：
ハリマ化成国内単体とハリマM.I.D.
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環境負荷フローチャート

環境負荷低減のまとめ

資材の調達、生産、廃棄、リサイクルに至るまでハリマ化成グループの事業活動において環境に与える影響を正確に把握することに
努めています。

INPUT

121,000 t

24,909 GKW

 6,327 KL

 6,574 KL

17,916 KL

電力  前年度比
+10.7%

 前年度比
+0.4%

 前年度比
+71.4%

 前年度比
+4.3%

(原油
換算)
化石
燃料

バイオ
燃料

30,817 KL合計

(原油
換算)

 前年度比
+35.6%

エネルギー

原材料

上水道  前年度比
+0.4%

 前年度比
-23.6%

 前年度比
+5.4%

工業
用水

地下水

984,000 m3合計  前年度比
-1.1%

水

126,000 m3

156,000 m3

702,000 m3

OUTPUT

国内単体

グループ

ハリマ化成（株）

工場、オフィス

加古川製造所

ハリマM.I.D.

国内関連会社

ハリマ観光（株）

ハリマメデイカル（株）

（株）セブンリバー

ハリマ化成商事（株）

バイオマス発電

電力・蒸気

19,710 t

48 t
51 t

 前年度比
-23.6%

大気

CO2

SOX
 前年度比
-25.0%

 前年度比
+79.3%

NOX

233,000 t
 前年度比
+1.7%

製品

 

2,000 t
 前年度比
-7.7%

廃棄物

社外
排出量

815,000 m3

3,525 kg

 前年度比
-2.3%

水域

排水量

 前年度比
-8.2%

COD

4,438 GKW

電力

売電量
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環境会計
環境に投入している資源の実態を定量化し健全な環境対策を図り、社会への説明責任を果たすため環境会計を導入しています。

環境保全コスト

　２００３年度より、環境活動に係わる活動を定量的に把握、評価するために、環境会計を導入しました。	 	 	 　
　２００５年度の大きな投資額は、排水処理設備（加古川製造所、仙台工場）、蒸気漏洩対策でした。
　大きな費用額は、研究開発費用、バイオマスボイラー維持費用、産業廃棄物処理費用、ＩＳＯ１４００１の維持、更新などでした。

分　類 主な取組み内容 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度
投資額 費用額 投資額 費用額 投資額 費用額

１．事業エリア内コスト 123 187 1471 197 50 290
　　１－１　公害防止コスト 大気、水域、臭気の公害防止対策 84 80 30 95 17 105
　　１－２　地球環境保全コスト 省エネルギー対策等 34 13 1431 16 24 100
　　１－３　資源循環コスト 廃棄物減量化、削減等の対策 5 94 10 86 9 85
２．上・下流コスト ラべルプリンター、容器包装等の低減 0 1 0 1 1 1
３．管理活動コスト ISO14001の維持、環境測定等 8 66 2 48 1 73
４．研究開発コスト 環境配慮製品の研究、開発等 22 247 1 287 4 296
５．社会活動コスト 環境団体寄付、地域活動支援等 0 0 0 1 0 1
６．環境損傷コスト 特になし 0 0 0 0 0 1

合　計 153 501 1474 534 56 662

環境保全効果（物量効果）

効果の内容 指標の内容 単位 2003年度 2004年度 2005年度 増減量
事業活動に投入する
資源に関する効果

エネルギー使用量（原油換算） ＫＬ 21,468 21,369 29,759 8,390
水使用量 千㎥ 1,018 925 913 -12

事業活動から排
出する環境負荷
および廃棄物に
関する効果

ＣＯ2排出量 ｔ 23,693 24,478 17,963 -6,515
ＳＯｘ排出量 ㎏ 72,786 63,383 47,532 -15,851
ＮＯｘ排出量 ㎏ 27,491 28,610 51,288 22,678
ＰＲＴＲ対象物質の大気排出量 ㎏ 13,861 10,604 11,299 695
排水量 千㎥ 735 765 744 -21
ＣＯＤ排出量 ㎏ 2,698 3,841 3,525 -316
廃棄物排出量 ｔ 6,131 6,057 5,953 -104
廃棄物埋立量 ｔ 136 145 97 -48

経済効果項目 2004
年度

2005
年度

リサイクルによる収入 1 33
省エネルギーによる費用削減 6 27
廃棄物削減による費用削減 2 9

合　計 9 69

環境保全効果（経済効果）

　経済効果は、省エネルギー、省資源およ
び廃棄物処理費用削減等、確実な証拠に
基づいて算出できるものに限定しました。さ
まざまな省エネ活動により、電気および燃
料使用量削減に努め費用を削減しました。
廃棄物については、社内処理、分別の徹底
を図り社外への廃棄物排出量を低減する
ことにより処理費用を削減しました。

　環境保全の物量効果は、環境負荷の
発生防止、抑制または回避、影響の除去
等に資する取り組みの効果とし、物量単位
で測定した結果です。２００５年度は、CO2

排出量、ＳＯｘ排出量、水使用量、排水量、
COD排出量、廃棄物排出量および廃棄
物埋立量で削減を達成しましたが、他の項
目では残念ながら増加となりました。

単位：百万円

単位：百万円

社員の声
ＩＳＯ14001を始めてから会
社で使用する文房具につ
いてはグリーン購入を優先
するよう心がけてきました。
最近は文房具のカタログ
にグリーン購入対応品であ
ることが明記されるなど対
応してきており商品選択の

幅も広がってきていますがほとんどの品物でグ
リーン購入品の方が割高になっているため安
価なものを探すのに苦労しています。

東京工場
石原  美津子

グリーン購入

　事務用品、事務機器などについてグ
リーン購入（環境負荷低減に資する商
品の優先的購入）を推進しています。国
が定めたグリーン購入法基準を参考に
グリーン購入ガイドラインを設定、さらに
２００５年度より全社集計システムを構築
して集計を行いました。
　２００５年度は、全社で６８％のグリーン
購入率でした。さらなる環境意識の向上
に努め、２００６年度は、全社で８０％以上
の購入率を目指しています。

内 

訳

【注釈】
環境会計：環境保全への取組みを効率的かつ効果的
に推進していくことを目的として、事業活動における
環境保全のためのコストとその活動により得られた効
果を認識し、可能な限り定量的（貨幣単位又は物量単
位）に測定し、伝達する仕組み。

集計方法：
環境省「環境会計ガイドライン２００２年度版」及
び（社）日本化学工業協会の「化学企業のための
環境会計ガイドライン」をもとに一部当社の考え
方も加味して集計しました。投資額は、償却資産
への設備投資のうち、環境保全を目的とした支出
額です。
集計範囲：
ハリマ化成国内単体とハリマM.I.D. 
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創業以来、ボイラー発生の燃料にバイオマス燃料を用い化石燃料の使用を削減していました。２００５年度は、さらにバイオマス燃
料の有効利用を推し進めバイオマス発電を本格稼動させました。その結果、バイオマス燃料の使用量は増えましたが、CO2排出量、
ＳＯx排出量を大幅に削減できました。

環境負荷低減への取り組み

燃料使用量、燃料構成の推移

　２００５年度よりバイオマス発電が稼
働したため、バイオマス燃料の使用量が
増加しました。
　エネルギー構成は従来バイオマス燃
料が使用エネルギーの半分近くを占め
ていましたが、バイオマス燃料をさらに活
用することにより全体の約６割を占め、
化石燃料、購入電力の使用量を削減で
きました。

CO2排出量の推移

　バイオマス発電により従来購入して
いた電気を内製できるようになりました。
さらに余剰電力を電力会社に売電して
います。
　売電分のCO 2排出量を考慮し、
２００５年度は約6,000トンのCO2の排
出を低減できました。

ＮＯｘ、ＳＯxおよびＣＯＤの推移

　当社全体のＮＯx、ＳＯx排出量は、バ
イオマス燃料の燃焼による排出量が大
きく影響します。
　２００５年度は、バイオマス発電稼動に
よりバイオマス燃料使用量が大幅に増
え、ＮＯｘ排出量が増えました。ＳＯｘ排出
量は排煙脱硫装置の設置で削減するこ
とができました。また、COD排出量は、前
年度比８％削減できました。

6,481

11,293

6,308

11,136

6,456

10,456

6,483

17,916

使
用
量
、原
油
換
算

C
O
2 排
出
量

構
成
比

2002 2003 2004 2005
（年度）

2002 2003 2004 2005
（年度）

燃料使用量の推移
■バイオ燃料　■化石燃料 ■バイオ燃料　■化石燃料　■電気

エネルギー構成の推移
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COD排出量と総排水量
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735 765 744
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【注釈】
ＳＯx：ボイラーや焼却炉などの燃焼排ガスに含まれる硫黄の酸化物。酸性雨の一因にもなります。

ＮＯx：ボイラーや焼却炉などの燃焼排ガスに含まれる窒素の酸化物。紫外線によって光化学反応
を起こし、光化学オキシダントの原因となる。
　　
ＣＯＤ：化学的酸素要求量。水中の汚物を化学的に酸化し安定させるのに必要な酸素の量。数値が高い
ほど水が汚れていることになります。

集計範囲：ハリマ化成国内単体とハリマM.I.D.
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仙台工場
佐々木  実（班長）

仙台工場ではアニ
オン系とカチオン
系を同釜で製造す
るため、品種間の
釜洗浄が発生しま
す。洗浄水を削減
するために在庫・
出荷を考慮し同品

種を連続製造しています。
また排水ライン、ｐH処理に全員が注
意しています。

社員の声

廃棄物発生量
5,953ｔ

減量化量（排水、焼却）
3,141ｔ

社外排出廃棄物量
1,8４７ｔ

外部減量化量
213ｔ

リサイクル量
（金属、プラスチック）

4９２ｔ

埋立量
97ｔ

サーマルリサイクル量
1,045ｔ

リサイクル
（紙、新聞）
19ｔ

社 内 処 理

サーマルリサイクル
946ｔ

２００５年度廃棄物フローと結果

2001 2002 2003 2004 2005
（年度）

廃棄物発生量の推移
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2000
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0

（t） （t） （t）
7,517

6,365 6,131 6,057 5,953

2001 2002 2003 2004 2005
（年度）

社外排出廃棄物量の推移
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最終埋立量の推移

250
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150
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0

248

198

136 145

97

ハリマＭ.Ｉ.Ｄ.
福永  陽介

これまでバイオマ
ス燃料の焼却
灰は、Ｎａ，Ｋを多
く含むため資源
化できず埋立処
分でした。種々
検討の結果、セ
メントへの利用

が可能となりリサイクルしています。
また回収袋もリサイクル品を活用し
ています。

加古川製造所
芝本  昌也（リーダー）

製造工程で発生する
廃溶剤の利用方法を
種々検討しましたが、蒸
留再生、熱利用ともに
うまくいきませんでした。
外部処分業者による
処分方法について検
討を広げた結果、コンク

リート製造時の燃料として再利用可能で
あることがわかり、資源の有効利用を図る
ことができました。

セブンリバー
朝田  耕司（課長）

廃棄物削減
の取り組みと
して製造で
使用する原
料の紙袋を
一般ゴミとし
て出していま
したが分別

してダンボール類と一緒にリサイ
クル業者に回収してもらうように
しました。

埋立量の削減

バイオマスボイラー
電気集塵機

焼却灰のリサイクル

セメント工場
原料化リサイクル

中間処理他種廃棄物
と配合熱量調整

焼却灰
（Na2SO4）埋立

環境負荷低減への取り組み
企業活動からさまざまな廃棄物が発生します。循環型社会形成を目指した取り組みのひとつとして廃棄物の減量、リサイクルの
推進、適正管理に努めています。２００５年度は、ゼロエミッション達成に向け、焼却灰のリサイクル化により埋立量を大幅に削
減しました。

【注釈】
ゼロエミッション：「ある産業から出る全ての廃棄物を他の
分野の原料として活用し、あらゆる廃棄物をゼロにすること
を目指すことで新しい資源循環型社会の形成を目指す考え
方」として国連大学で提唱された。当社は、「事業所から発生
する一般、産業廃棄物の総排出量に対する埋立量の割合を
１％以下とする」ことを目指している。

バイオマスボイラー焼却灰：バイオマスボイラーの燃料であ
るトール油副産品は、工程上、石鹸の酸分解を含むため硫酸
ナトリウムを多く含んでいる（灰分約１％）。このため、セメン
トへの資源化ができず埋立処分にしていました。

集計範囲：ハリマ化成国内単体とハリマM.I.D.

廃棄物の削減



省エネ活動

省エネ活動に全社一丸で取り組んでいます。その一部を紹介します。
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加古川製造所
岩本  強（係長）

皆さんの工場ではトラップ
故障していませんか？小さ
い穴からの蒸気漏れが大
きなエネルギーの損失で
す。故障トラップの交換が
もったいないというあなた、
勇気を持ってトラップ交換
を。省エネにGO！

社員の声

加古川製造所
橋間  淳（班長）

消費電力を原単位で前年
比２％削減を目標に掲げ、
省エネに取り組みました。
その中で、井戸ポンプをイ
ンバーター化にすると同時
に、クーリングタワーの設
定温度の変更を行ったこ
とにより目標を達成できま
した。

実施項目具体例

井戸ポンプ改善前電力費 ：２４９,０００円／年
インバ－タ化後電力費 ：１２８,０００円／年

コストダウン予想額 ：１２１,０００円／年

年間削減電力量 ：１１,０４０ｋｗｈ／年

２００４年度　総電力量の３．２％に相当

井戸ポンプインバ－タ化工事 加古川製造所

スチームトラップ交換

井戸ポンプインバ－タ盤

①診断状況

休止、未検台数
稼動台数
合計（診断総数）

対象台数
27台
199台
226台

％
11.9%
88.1%
 100%

②作動状況

正常台数
不良台数
合計（稼働台数）

対象台数
156台
43台
199台

％
78.4%
21.6%
100%

8,943t

1,057t

不良トラップからの漏洩蒸気量■

トラップ正常化による削減量■
省エネ型への交換による削減量■

1,008t
867t

8,125t

蒸気ボイラードレイン回収ライン変更

熱媒ボイラー排熱利用

加古川製造所

茨木工場

加古川製造所

平均１７０℃の高温空気を大気放出

回収 3.3ｔ/日 改善効果
重油１Ｌ当たりの蒸気発生量
改善前　１１．２kg/L

　　　4.3%UP

改善後　１１．７kg/L
Ａ重油単価　＠５７円/L

Ａ重油量削減効果

５８万円／年
　　　　　　
投資費用：１２万円

ドレン回収

＋２２℃

60℃

４0℃

サイレンサ

蒸
気
ボ
イ
ラ

約４２℃

約２0℃

Ｖ４熱媒ボイラー

効　果

①平均１５％／ＬＯＴ削減

②灯油量 １４ＫＬ／年削減

③灯油代 ６３万円／年削減

冬場効果がダウンした

富士工場
加藤  雄一（係長）

省エネへの取り組みの一
環として冷却水ポンプの
稼働台数を見直しました。
従来、2基のポンプを1基
のみの稼働により電力消
費量が前年度6％削減で
きました。

ハリマ化成商事
水田  辰二（所長）

夏場における冷凍冷蔵庫
の電力量削減を図るため
デマンド監視を導入しまし
た。これは携帯電話および
事務所に設置のパソコン
にシグナルが送られ事前
に対応するシステムです。
電力量ＭＡＸ値をどの数値
にするかが鍵になります。

「クール・ビズ」実施
　当社は「自然の恵みをくらしに活かす」
という経営理念に沿って地球環境保護
に積極的に取り組んでいます。その一環
として、６月〜９月は環境省の提唱する夏
の軽装「クール・ビズ」を実施しています。

各部署で身近な改善事例を見つけ出し、計画を立て省エネ活動に取り組んでいます。
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環境配慮商品の開発
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　当社のアルミニウムろ
う付け材料は、車載用
熱交換器の製造コスト
を大幅に低減させると
ともに、より精密なろう
付けを可能にしました。
その結果、熱交換器の

赤澤　知明

重量を大幅に低減でき、自動車の燃費向上
を実現しています。また車載用エアコンに使
用される冷媒の使用量も低減できるため、
地球温暖化の抑制に貢献しています。

【１】アルミニウムろう付け材料　★環境配慮ポイント：省エネルギー、省資源

　有機溶剤を含有した
粘接着剤が多く使用さ
れていましたが、建材
用、室内用あるいは自動
車用の粘接着剤は環境
配慮の観点からエマル
ション型のような水分

小川　啓一

散型の水系タイプに変遷しています。当社
では、有機溶剤を一切使用しないで、またホ
ルムアルデヒドを発生しないロジン系エマ
ルション型粘着付与剤の開発に成功しまし
た。

【２】完全環境配慮型粘着付与剤樹脂　★環境配慮ポイント：無溶剤、安全

　昼夜の電力需要格差
を利用したエコアイスの
ように、近年エネルギー
の有効活用が注目され
ています。当社では高潜
熱量を有するノルマル
パラフィンに着目し、一
定温度で高エネルギー木賀　大悟

が取り出せるという特徴を活かしたエマル
ション型潜熱蓄熱材料を開発しました。
　エマルション化によりノルマルパラフィン
の引火性が消失しており、安全で全く新しい
保冷剤、保温剤として需要の拡大が期待さ
れます。

【３】エマルション型潜熱蓄熱材料　★環境配慮ポイント：省エネルギー、安全

　当社のナノペースト（Nano Paste®）は平
均粒子径が数ナノメートル（１ナノメートル
は１ｍｍの100万分の1）の金属ナノ粒子を
用いた導電性インキ（金属は金、銀、銅等）で
スクリーン印刷用、インクジェット印刷用が
あります。

ナノペーストを用いたインクジェット配線技
術は、必要な箇所のみ印刷し廃液が出ませ
ん。またナノペーストはめっき代替としても
使用でき、めっき工程のように廃液の発生が
なく、また工程も大幅に減らすことができま
す。

【４】金属ナノ粒子　★環境配慮ポイント：省エネルギー、省資源、廃棄物削減

製品開発にあたって、環境配慮ポイントを明確にし、環境に配慮した製品づくり
を進めています。

上田　雅行

以上のようにナノペーストは環境にやさしい
電子材料として用途開発が加速されていま
す。

【注釈】
VOC：Volatile　Organic　Compounds（揮発性有機化合物）
RoHS： EU（欧州連合）に加盟する15ヶ国で発効した、電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限指令で、生産から処分に至る全ての段階で、環境や人の健康に及ぼす危険を最小化する
事を目的としている。
PRTR：有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源からどれくらい環境中に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかというデータを把握し、集計し、公
表する仕組み。
AF（アロマフリー）溶剤：芳香族系成分が１％以下の石油系溶剤
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 　電子機器製品の小
型化、高速化、デジタ
ル化が進む中、地球環
境にやさしいものづく
りが要求されていま
す。当社では「クリーン

（環境）＆ファイン（小
型化、高機能化）」をコ
ンセプトに、他社に先

柏木　慎一郎

駆け鉛を使わないはんだ（鉛フリーはんだ）
の開発を進めてきました。
　ＥＵ（欧州連合）の有害物質規制（Ｒｏ
ＨＳ）の指令により電子機器のはんだには
２００６年７月以降、鉛の使用が禁止されま
すが、これにも当社の鉛フリーはんだは対応
しています。
　錫－鉛はんだはローマ時代から使用され
ている非常に優れた素材。２０００年以上に

【５】鉛フリーはんだ　★環境配慮ポイント：安全、省資源

わたって使われてきた材料を、この１０年間
で鉛を使用しないはんだに変更しようとし
ています。鉛フリーの新たな歴史を切り開く
ために、新製品の開発に取り組んでいます。

　塗料用樹脂の開発に
おいては環境保護の観
点から、溶剤型樹脂の
低ＶＯＣ化、ローエミッ
ション化など環境負荷
を低減した環境配慮型
製品の開発に取り組ん
でいます。開発品は希釈

に用いる有機溶剤から環境負荷の大きな芳
香族成分を取り除いたアロマフリータイプ
やＰＲＴＲ対応品、低ＶＯＣ化を行ったハイ

松島　広典

ソリッドタイプ、更には溶剤を水に置き換え
た水系タイプなど環境に配慮した製品を開
発しています。
　また、２液タイプでは使い残した塗料は固
化する為、廃棄処分せざるを得ませんが、２
液タイプ並に高性能化した１液タイプを開
発することで、作業性の改善と使用残分が
発生しないローエミッション化に貢献する
塗料用樹脂を開発しています。

【６】環境配慮型塗料用樹脂　★環境配慮ポイント：低ＶＯＣ、省資源 ＶＯＣ削減効果  溶剤使用量比較 
水系１液型 ４０％→１０％ 約７５％削減 
水系２液型 ４０％→１５％ 約６２％削減
ハイソリッド型 ４０％→２０％ 約５０％削減 
水分散型塗料用樹脂 塩水噴霧試験結果（240h）

　印刷インキには各種
有機溶剤類が使用され
ており、VOC（揮発性
有機化合物）や資源消
費など、環境（健康を含
む）負荷の問題が考え
られますが、問題解決
のため様々な取り組み

がなされています。
　現在の主流であるオフセット印刷では、
過去から湿し水のIPA削減、溶剤のアロマフ
リー化（AF化）がなされ、現在では殆どがAF
インキとなっています。近年では更に、石油

渡部　敏裕

系溶剤の一部を大豆油に代えた大豆油イン
キが普及し、オフセットインキの６～７割に
至っています。
　当社は、このような環境課題への取り組
みを技術的飛躍の機会と捉え、環境配慮型
印刷インキに適したインキ用樹脂、更には、
環境にやさしい原材料を使用した新しいイ
ンキ用樹脂の開発にも取り組んでいます。
　また、当社ではエネルギーを有効活用して
地球温暖化の一因と考えられるCO2の発生
を低減するべく、素原料であるロジンの精製
から樹脂の合成、ワニス化までの効率的な
一貫生産を進めています。

【７】環境配慮型印刷インキ用樹脂　★環境配慮ポイント：低ＶＯＣ、天然原料、省エネルギー製造

 　製紙業界では近年、
地球環境問題に対する
配慮が必要不可欠にな
る一方で、収益改善を
目的とした合理化、コス
トダウンを余儀なくさ
れており、製紙工程の
環境が急激に変化して

います。
　板紙に着目すると、雑誌古紙の配合比率
増加といった原料事情の変化により、抄造
系への炭酸カルシウム混合量が増加する傾
向にあります。炭酸カルシウムは地球に埋蔵

瀬崎　崇生

されている天然資源で、温暖化ガスである
CO2の固定化にも貢献していますが、製紙
業界で多用されている硫酸バンド（硫酸アル
ミニウム）との併用により、スケール問題を
引き起こします。
　当社では、硫酸バンド減少時のデメリット
を解消するだけでなく、相乗効果による品
質向上を成し遂げる技術を見いだし、2005
年度業界の年次大会での発表などを通じて
業界に紹介し好評を得てきました。当社は、
地球環境への配慮、紙の品質向上、生産性
の向上といった現在の板紙抄造が抱える課
題を同時に解決することができるトータル

【８】製紙用薬品　★環境配慮ポイント：省資源、リサイクル、廃棄物削減 地球環境問題を配慮したトータルウェットエンドシステムへの取り組み
板紙抄造における問題

硫酸バンドによる

●石膏スケール
　薬品効果低下

　硫酸バンド

●ピッチトラブル防止

●歩留り・瀘水性改善

●白水電気伝導度の低下
　による薬品効果の向上

●石膏スケールの減少

●スラッジ処理量の減少

●設備腐食の抑制

●紙切れ減少　

トータルウェットエンド
システム

硫酸バンド削減のメリット

薬品の

操業性アップ

ウェットエンドシステムの展開を通じて貢献
していきます。
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当社は多くの化学物質を使用していますが、それらを適正に管理し、化学物質による環境汚染の防止と環境負荷の低減を図っていく
ことは企業の社会的責任です。当社は、２００４年４月に化学物質取扱い管理規定の手順書を作成し、自主管理を強化しています。

化学物質の管理

自主規制物質

　自主規制物質として使用禁止物質、
使用削減物質、特別管理物質を規定し
ています。化学物質の管理ランクの分
類は、各種法規制、環境基準、業界の自
主基準や国際的な取り決め等によって
行いました。
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管理ランク 定　義 物　質

使用禁止物質 新規原材料の使用禁止 PCB、アスベスト
ポリ塩化ナフタレンなど

使用削減物質 できるだけ使用しない
代替等による削減を推進する

ノニルフェノール、パラオクチル
フェノール、ビスフェノールA、鉛など

特別管理物質 できるだけ使用しない
排出、移動量の削減に取り組む

アクリロニトリル、フェノール、
ホルムアルテヒトなど

使用禁止物質

　近年、国内外の法規制や各企業にお
ける化学物質管理基準が強化され、人
体や環境に著しい影響を持つとされる
化学物質の使用を禁止する動きが活発
化してきました。特に、電気電子機器メー
カー各社はＥＵ指令におけるＲｏＨＳ、ＥＬ
Ｖに代表にされる海外法規制への対応

を強化しており、当社に対する要求も大
変厳しいものとなっています。
　このような流れを受けて当社では鉛、
六価クロム、カドミウム、水銀、特定臭素
系難燃剤（ＰＢＢ，ＰＢＤＥ）の６物質につ
いて製品への使用を禁止、混入防止に
取り組んでいます。

有害物質は
入れない、使わない、出さない

Pb
鉛

Hg
水銀

Cd
カドミウム

Cr6＋

六価クロム

※鉛入りはんだ
　は除くPBB

PBDE
特定臭素系難燃剤

取り組み評価

　当社の環境負荷物質の取り組みに関して、お客様から監査を受審し、適合の評価をいただきました。

ソニーグリーンパートナー認定を受けてい
ましたが今回、更新されました。

東京工場においても認定を受けていました
が今回、更新されました。

パイオニアグループの環境負荷基準に合
格、適合証をいただきました。

【注釈】
ＲｏＨＳ：EU（欧州連合）に加盟する15ヶ国で発効した、電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限指令で、生産から処分に至る全ての段階で、環境や人の健康に及ぼす危険を最小化
する事を目的としている。

ＥＬＶ：End of Life Vehicleの略。自動車のリサイクル及び環境負荷物質に関するＥＵ指令。使用済車両からの廃棄物の低減、適正処理を目的としている。



トルエン 42%

混合キシレン 43%
（キシレン・エチルベンゼン）

大気排出量 11.3t

大気排出量の内訳

２００５年度環境汚染物質の排出、移動量実績（ｋｇ/年）
＊移動量は、廃棄物中間処理業者への委託量および公共下水への排出量　

メタクリル酸メチル 1%
ホルムアルデヒド 1%
アクリロニトリル 1%

その他 12%

2002 2003 2004 2005
（年度）

19.9

13.9

10.6
11.3

大気排出量

20

18

16

14

12

19

8

6

4

2

0

（t）

環境汚染物質
排出、移動量

総排出量
（１１，３１９）

水域排出量
0

土壌排出量
（0）

大気排出量
（11,319）

＊移動量
（３４，５４４）

ＰＲＴＲ物質の排出量

　大気排出量の大部分は、トルエン、混合キシレン（キシレン、エチルベンゼン）
で、全体の８５％を占めています。
　トルエン、混合キシレンの使用量削減及び排出量削減に重点的に取り組み
ましたが生産量の増加により削減に至らず、特に移動量が大幅に増える結果
となりました。
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1. 環境

当社は、ＰＲＴＲが単に化学物質の環境への排出量を把握し国へ報告する義務を果たすだけでなく、精度の高いデータを収集し排出
量削減につなげていくための手段であるとして活用しています。

整理
番号 化学物質名

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度

大気排出量 移動量 大気排出量 移動量 大気排出量 移動量 大気排出量 移動量

2 アクリルアミド 1.7 0.9 1.6 0.4 1.6 0.7 1.7 0.4 
3 アクリル酸 7.7 0.0 6.8 0.0 11.0 0.0 14.0 0.0 
4 アクリル酸エチル 1.1 0.0 1.0 0.0 3.6 0.0 3.5 0.0 
7 アクリロニトリル 105.5 0.0 93.4 0.0 91.7 0.0  90.5 0.0 
29 ビスフェノールＡ 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 
40 エチルベンゼン 4,268.7 104,500.0 3,158.0 24,580.0 2,556.0 5,700.0 2,514.0 7,200.0 
43 エチレングリコール 0.8 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 
46 エチレンジアミン 1.0 0.0 1.6 0.0 2.1 0.0 2.2 0.0 
59 パラオクチルフェノール 1.4 27.2 2.5 13.2 1.1 9.7 1.1 8.1 
63 キシレン 3,557.5 104,500.0 2,648.0 24,580.0 2,314.0 5,400.0 2,285.0 6,900.0 
101 酢酸２ーエトキシエチル 0.4 0.0 0.3 0.0 9.2 0.0 21.0 0.0 
102 酢酸ビニル 19.0 0.0 18.0 0.0 37.0 0.0 53.0 0.0 
177 スチレン 91.0 0.0 82.0 0.0 97.0 0.0 109.0 0.0 
224 1.3.5ートリメチルベンゼン 92.0 0.0 68.0 0.0 54.0 0.0 64.0 0.0 
227 トルエン 11,556.5 21,000.0 7,580.0 22,300.0 5,220.0 5,300.0 5,900.0 20,000.0 
230 鉛及びその化合物 0.0 69.0 0.0 94.0 0.0 130.0 0.0 150.0 
242 ノニルフェノール 0.0 20.0 0.0 15.0 0.0 7.6 0.0 8.4 
266 フェノール 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 
272 フタル酸ビス（２－エチルヘキシル） 0.3 0.0 0.3 0.0 0.3 0.0 － －
310 ホルムアルデヒド 86.2 666.0 88.3 620.0 90.5 638.4 99.0 277.5 
312 無水フタル酸 9.1 0.0 4.3 0.0 1.6 0.0 1.7 0.0 
313 無水マレイン酸 10.0 0.0 9.2 0.0 10.0 0.0 10.0 0.0 
314 メタクリル酸 1.2 0.0 1.3 0.0 1.4 0.0 1.2 0.0 
315 メタクリル酸２－エチルヘキシル 1.0 0.0 0.3 0.0 0.3 0.0 0.2 0.0 
318 メタクリル酸2－ジメチルアミノエチル 5.0 0.0 4.8 0.0 4.8 0.0 6.9 0.0 
319 メタクリル酸ノルマルブチル 2.4 0.0 1.1 0.3 0.6 0.0 0.7 0.0 
320 メタクリル酸メチル 92.0 0.0 89.0 0.0 97.1 0.0 139.0 0.0 
335 αーメチルスチレン 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
338 メチルー1,3ーフェニレンジイソシアネート 1.4 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

合　　計 19,914.4 230,783.1 13,860.7 72,203.1 10,604.9 17,186.4 11,318.4 34,544.4
179 ダイオキシン類 13.9 1.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 

ＰＲＴＲ届出数値 単位：kg（ただし、ダイオキシン類はmg-TEG）

【注釈】
ＰＲＴＲ：有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源からどれくらい環境中に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかというデータを把握し、集
計し、公表する仕組み。

集計範囲：ハリマ化成国内単体とハリマM.I.D.
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2. 社会

従業員も重要なステークホルダーという認識のもと、従業員一人ひとりが安心して仕事に全力投球できる環境の整備に取り組んで
います。

従業員とのかかわり

雇用と処遇

　ハリマ化成では、雇用機会均等と多様性を尊重し、人種、宗
教、国籍、年齢、性別などによって差別しないことを基本方針と
しています。また、ホームページ、各種広報媒体を活用し、応募
機会を広く提供しています。
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人材育成

　ハリマ化成では、従業員一人ひとりの能力向上を支援するために教育研修にも力を入れています。
　また、自己啓発を支援するため通信教育や語学研修費用の一部補助を行っています。

　[主な研修プログラム]
	 ● 新入社員研修（フォロー研修含む）	 ● リフレッシュ研修（２年目社員研修）
	 ● 選抜研修	 ● 昇格者研修
	 	 ・幹部候補者研修（上級職クラス）	 ● 役職者研修
	 	 ・経営幹部候補者研修（管理職クラス）	 ● 管理職研修

評価、報酬制度

　ハリマ化成では、「人を大切にするグローバルカンパニー」を
目指す組織風土の醸成、次代を担う人材の育成に資する制度
として、成果だけでなく、行動評価（プロセス）を評価項目として
取り入れ、更にはチャレンジに対して、その努力にも報いる加点
主義を基本方針とした透明性の高い評価制度を導入していま
す。
　従業員は、役割責任にリンクした行動評価基準の公開によ
り、一人ひとりが担っている職務に対して求められる行動、能

福利厚生

　ハリマ化成では、従業員が持てる能力を最大限発揮できる環境を作り出すための福利厚生制度や、従業員自身が病気になった
り、家族の介護が必要になったときなど、いざというときのセーフティネットとなる制度も整備しています。
　２００４年１０月に導入した長期休業補償制度は従業員が病気やケガで就業できなくなった場合に、収入の減少をカバーし家族の
生活をサポートするための制度で、社会保険での補償期間１８ヶ月を超えて就業できない状態が継続した場合に、最長満６０歳まで
収入をカバーする制度です。本制度では会社が基準給与月額の６０％を補償し、従業員の任意加入上乗せにより最大基準給与月
額の９０％が補償されます。また、本制度では長期休業者への復職支援も行っています。

　ハリマ化成では、専門職制度を導入し「専門能力の発揮、活
用を通じて企業価値の向上や業績向上に貢献する」人材像を
明確化するとともに、専門能力とその成果を反映した処遇がで
きるようにしています。

力、資質を理解し、自らが育成課題を掲げ、その結果が報酬に
反映されます。また、現在の役割基準を上回るチャレンジ課題
に挑戦する制度を設けており、このチャレンジ課題は未達成で
あっても評価の減点はなく、達成すれば加点する制度として運
用しており、果敢にチャレンジできる風土の醸成と人材育成の
スピード化を図っています。
　成果主義に束縛されず、行動評価とチャレンジ課題への挑
戦を通して、働きがいのある環境を整備しています。
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2. 社会

安全活動

　労働災害を撲滅するために安全教育
をはじめＫＹＴ，ヒヤリハット運動、安全パト
ロールなどのさまざまな活動を行ってきま
した。２００５年度は、無休事故の件数を
低減できました。
安全件数推移グラフ　年度集計は１月～１２月
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安全教育

衛生講演会
（2005.10.4）

安全防犯講演会
（2005.4.18）

新入社員教育（初期消火）
（2005.4.18）

安全意識の高揚

春の全国交通安全週間の立哨
（2005.4.6）

職場の事例を用いたKYT競技会
（2005.12.9）

安全をすべてに優先させるという基本理念のもとに、働く人の安全と健康を確保する取り組みを行っています。

休業無災害 2,000日達成式典
（2006.3.27）

安全記録の更新

　加古川地区においては、２００６年３月
２７日に休業無災害日数２，０００日を達成
したのを記念し、２０００日達成モニュメント
を設置しました。次なる目標２，５００日に向
けて社員一人ひとりがベクトルを合わせ
て、安全活動に取り組んでいます。

【注釈】
ＫＹＴ：危険のＫ、予知のＹ、トレーニングのＴとそれぞ
れの頭文字を取ったのがＫＹＴです。作業にかかる前、
ミーテイングでその作業に潜む危険を短時間で話し
合い、これに対する対策を決め行動目標を立て、一人
ひとりが指差呼称しながら実践するプロセスです。
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ハリマ化成は財団活動等を通じて、科学技術の振興、芸術・文化活動の支援や人材育成などに注力しています。

社会とのかかわり

松籟科学技術振興財団

　財団法人松籟科学技術振興財団（理事長：長谷川吉弘当社
社長）は当社の創業者、長谷川末吉現名誉会長が長年のトール
油事業における功績が認められ、１９８２年に科学技術庁（現文部
科学省）より「科学技術功労者賞」を受賞したのを機に、１９８３年
に設立されました。以来、①科学技術に関する調査・研究および
これらに対する助成、②国際交流に対する助成、③科学技術の
振興に業績を挙げた者に対する表彰などの助成を目的として事業
を展開してきました。
　設立以来２３年間で延べ４５４件、総額５億６６０万円を助成
してきました。ノーベル化学賞を受賞した野依良治博士は第４回
（１９８６年）に助成を受けています。
　本年度も８６件の論文応募を受け厳正な選考の上、１６編の研

地域の芸術・文化活動への協賛

　松風ギャラリーは、長谷川名誉会長が造
詣の深い絵画と音楽など芸術文化の振興
を目的に私財を投じて建設し、兵庫県加古
川市に寄贈しました。ハリマ化成、ハリマ観
光、ハリマ食品の各社もこれに賛同し、一部
を寄贈しました。
　同ギャラリーは加古川市立のギャラリー
として１９９４年５月１日に開館し、音楽専用
ホールなどのハイクオリティーの文化施設を
活用することによって、芸術文化の振興を図
り、魅力ある豊かな地域社会づくりに貢献し
ています。
　また、同ギャラリーは“鶴林新道”に面し“松
風こみち”に出会ったところにあり、長谷川

長谷川理事長と助成を受けた研究者１６名

設　　立：１９８３年３月１日
所管官庁：文部科学省
基 本 金：５億４千２５万円

鉄筋コンクリート造り地上２階地下１階
建築面積 350㎡　延べ床面積 640㎡
主な設備：音楽ホール（最大100人収容)
　　　　展示場(1F)、美術品収蔵庫(B1)

究に助成金を贈呈しました。
　今後も、ハリマ化成の使命として、また財団の助成を通じて、各
界の英知を集結して、エネルギー開発や生命科学の応用を推進
し、科学技術の振興、そして世界文化の発展に寄与していく事業
活動を強化し、社会の発展に貢献していきます。

名誉会長は、これらの道の建設
に合わせ、加古川市の市木の
黒松、市花のつつじの街路樹を
寄贈、これが今では立派な街路
樹となっています。

　ハリマ化成は、加古川市の
主催する「川の絵画の大賞
展」の協賛企業としても地域
の芸術文化の振興に貢献して
います。
また、地元の花火大会、能会等
への寄付も行っており地域のコ
ミュニティーに貢献しています。

「松の化学」翻訳出版

　創立４５周年を記念して、書籍「Naval Stores」の翻訳出版を行いました。
翻訳のタイトルは「松の化学」とし、上下巻合わせて１４００ページ、２８章から
なり、松の化学の百科事典とも言えるものです。本書は販売するとともに、全
国の大学、研究機関、図書館等に寄贈しました。

「松の化学」

「松風ギャラリー」
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環境問題に取り組むには、社員一人ひとりが環境に対する高い問題意識と正しい理解をもつ必要があり、環境教育の重要性を認識
しています。また、近隣の学校から工場見学を積極的に受け入れ、環境学習を通じて交流を図っています。

2. 社会

環境月間（6月）の取り組み

６月の環境月間にちなみ、バイオマスボイラーの屋上に
横断幕を配し、従業員の環境意識向上を図りました。

年間活動実績の発表会（ISO14001取得工場参
加）を開催し、活動の横展開を図りました。

北海道工場では、スチームトラップの点検、交換を重
点的に行い、安全、省エネに取り組みました。

仙台工場では、工場周辺の清掃を行い環境美化に
取り組みました。

加古川製造所では「知ろう、学ぼう、考えよう地球温
暖化」のビデオを鑑賞後、環境に関する講演を聴講
しました。（2005.6.22）

営業部門に対し、環境関連の法律
を中心に環境教育を実施しました。
(2005.7.4）

関連会社の環境教育

桂林播磨化成有限公司の指導者を
加古川に招待し環境および安全につ
いて教育を実施しました。（2006.2.1)

杭州杭化播磨造紙化学品有限公司
の指導者を招待し加古川にて環境へ
の取り組みおよび工場見学で教育を
実施しました。（2006.2.27）

ハリマテック.INC.（米国）を訪問し、ＩＳ
Ｏおよび環境取り組みを説明、教育を
実施しました。（2005.9）

近隣学校の工場見学

近隣小学校の５年生約８０名が工場見学をしました。勉強し
て新聞を作ると熱心に話を聞いていました。（2005.11.11）

近隣中学生が「トライやる・ウｲーク」で各職場を体験しました。特に
紙を作るプロセスを興味深く見入っていました。（2005.6.6～10）

インターンシップ制度として高校生が職場実習を体
験しました。（2005.11.7～11）

近隣の高校から
工場見学。
（2005.8.22）

近隣小学校5年生からの感想文の一例紹介
ハリマ化成ではどんな物を作っているのかなと思っていたけど、松を大切
にしているし松でロジンを作っていることがわかった時、とてもびっくりし
ました。それにロジンは結晶のようでとってもきれいでした。おみやげとし
てもらった時いいのかなと思ったけど、とてもうれしかったです。松ぼっく
りもとっても大きくてお母さん達に見せたり、話をしたら、とてもびっくり
していました。もう一度行きたいです。それと「ありがとうございました」。



日本最大級の省エネ、新エネに関する展示会
ENEX2006が大阪で開催されました。「省エネ
Study＆Tour」が企画され、参加者は当社の省エネ
への取り組みを聴講したあと加古川製造所に移動、
工場視察を行いました。（2006.2.16）

（財）ひょうご環境創造協会より当社の環境への取り組みや循環型社会形成のために導入している技術につい
て視察に来られました。ビデオ、工場視察のあと積極的な質疑応答がありました。（2006.3.2)
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2. 社会

「地域とともに発展することが企業の使命である」との認識にもとづき、地域の皆様や社員とのよりよい関係づくりを心がけています。

社会とのコミュニケーション
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加古川市で「ふれあいウオーキング」が開催され、参
加者はそのルートとなった加古川製造所に立ち寄り
工場見学を楽しまれました。（2005.6.19）

加古川市環境保全研究会エネルギー部会のメンバーが工場視察に来られ、バイオマス発電を中心に視察されま
した。エネルギー部会の会長として当社社長があいさつしました。(2006.3.23)

年末に全員参加で加古川製造所の周辺の清掃を実施しました。（2005.12.29)

情報開示

　工場視察を通して当社の事業活動や
環境への取り組みなどを紹介し、社会の
一員として、地域の一員として相互理解
を深めています。

工　場

地域コミュニテイ
づくり

（催し物への参加）

地方自治体、ＮＰＯ
法人との関係
（工場視察）

環境美化
（清掃活動）

緊急支援

（ 災害時の  
緊急支援活動）



　２００５年度の総合防災訓練では、大
災害を想定し、衛星通信を利用した連絡
網を整備して、ブラジル工場との連絡を
実施しました。また、漏洩原料の危険性な
どのデータを瞬時に取り出し、化学品漏

洩事故に対する対応訓練を行いました。
今回は、特に災害時に付近住民のライフ
ラインを確保するため、工場内に３台の
非常用自家用発電機を設置し２１０Ｖで
９０ＫＷ（一般家庭約２００軒分）を発電、

変電装置で一般家庭用の１００Ｖに変換
し、災害時に地元住民の避難場所に電
力を供給するほか、工場内の井戸から
１時間当たり３０トンの水をくみ上げること
ができる体制を整えました。

すべての従業員が初期消火に携われるよう女性事
務員も練習に参加しました。

救急処置訓練としてダミー人形を用いた心肺蘇生を
行いました。

加古川東消防署の協力のもと放水、救出訓練を行
いました。

加古川製造所での総合防災訓練（2005.12.5)

災害発生時、電話が使用困難なため衛星電話を設
置しました。訓練時、ブラジルの関連会社と電話連絡
を行いました。
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大震災への対応も怠らず、日常業務の中で企業防災を心がけています。

2. 社会

自家発電設備を設置し、災害発生時、近隣住民に対
して電気、水の供給を行えるよう復旧支援活動を行
います。

東京工場での防災訓練
（2006.2.24)

近隣消防署、隣接する会社からの参加をいただき、
防災訓練を行いました。

訓練後、地震体験車に乗り、地震再現を体験し、関
東地区の大地震に対する心構えを新たにしました。

近隣消防署の参加のもと、防災訓練を実施。危険
物災害に対し効果的な初期消火活動の重要性を
再認識しました。

茨城工場での防災訓練
（2005.11.28)
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サイトレポート ハリマ化成　国内事業所

項　目 単位 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 04/05増減
電気 原油換算 ㎘ 2,583 2,501 2,519 2,688 3,353 25%
燃料（化+バイオ） 原油換算 ㎘ 12,479 13,053 12,110 12,105 19,384 60%
CO2 ｔ-CO2 7,898 8,099 7,893 8,206 1,558 -81%
ＮＯｘ ㎏ 38,400 27,300 20,100 20,800 43,400 109%
ＳＯｘ ㎏ 65,800 69,400 70,600 61,400 45,000 -27%
排水量 ㎥ 456,299 484,336 397,660 405,910 458,509 13%
ＣＯＤ ㎏ 2,040 1,889 1,233 1,380 1,926 40%
廃棄物発生量 ｔ 2,455 2,681 2,521 2,690 2,457 -9%
社外処理量 ｔ 1,129 1,296 1,310 1,439 1,212 -16%
最終埋立量 ｔ 171 144 123 110 64 -42%
大気排出量 ㎏ 9,599 6,265 4,447 3,800 4,149 9%
移動量 ㎏ 8,910 9,469 7,694 7,330 10,950 49%

所在地　兵庫県加古川市野口町水足６７１－４
電話番号　０７９－４２２－３３０１

加古川製造所、中央研究所、ハリマM.I.D

項　目 単位 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 04/05増減
電気 原油換算 ㎘ 1,175 1,142 1,167 1,289 1,236 -4%
燃料（化+廃油） 原油換算 ㎘ 2,468 2,449 2,550 2,641 2,672 1%
CO2 ｔ-CO2 8,178 8,154 8,460 8,852 8,876 0%
ＮＯｘ ㎏ 3,653 3,597 3,737 4,080 4,056 -1%
ＳＯｘ ㎏ 160 170 740 190 270 42%
排水量 ㎥ 157,440 157,500 158,400 194,730 129,913 -33%
ＣＯＤ ㎏ 1,716 1,449 539 682 259 -62%
廃棄物発生量 ｔ 2,685 1,687 1,685 1,506 1,555 3%
社外処理量 ｔ 1,042 502 437 233 266 14%
最終埋立量 ｔ 13 0 0 13 0 -100%
大気排出量 ㎏ 892 213 203 218 209 -4%
移動量 ㎏ 130,122 198,064 40,039 3,926 3,344 -15%

所在地　静岡県富士市比奈３１１－９
電話番号　０５４５－３８－２２５４

富士工場

項　目 単位 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 04/05増減
電気 原油換算 ㎘ 502 461 426 425 406 -4%
燃料（化+廃油） 原油換算 ㎘ 1,616 1,426 1,330 1,290 1,347 4%
CO2 ｔ-CO2 5,091 4,541 4,222 4,118 4,283 4%
ＮＯｘ ㎏ 2,409 2,197 2,133 2,020 2,104 4%
ＳＯｘ ㎏ 986 899 863 827 862 4%
排水量 ㎥ 108,792 97,419 75,937 69,467 62,266 -10%
ＣＯＤ ㎏ 544 380 334 285 268 -6%
廃棄物発生量 ｔ 1,851 1,468 1,329 1,318 1,302 -1%
社外処理量 ｔ 456 322 286 238 252 6%
最終埋立量 ｔ 24 7 0 0 0 0%
大気排出量 ㎏ 229 7,654 4,147 3,244 3,019 -7%
移動量 ㎏ 165,742 24,450 22,190 5,930 20,661 248%

所在地　埼玉県草加市稲荷６－１８－１
電話番号　０４８－９３１－４３１１

東京工場

項　目 単位 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 04/05増減
電気 原油換算 ㎘ 155 153 152 154 169 10%
燃料（化+廃油） 原油換算 ㎘ 432 502 494 479 512 7%
CO2 ｔ-CO2 1,389 1,591 1,568 1,527 1,656 8%
ＮＯｘ ㎏ 674 695 679 712 722 1%
ＳＯｘ ㎏ 437 450 439 379 473 25%
排水量 ㎥ 37,190 40,297 45,616 35,296 42,012 19%
ＣＯＤ ㎏ 179 206 201 141 176 25%
廃棄物発生量 ｔ 438 412 460 381 437 15%
社外処理量 ｔ 53 20 10 11 12 9%
最終埋立量 ｔ 1 0 0 0 0 0%
大気排出量 ㎏ 5,778 5,119 4,983 3,252 3,812 17%
移動量 ㎏ 0 0 0 0 0 0%

所在地　茨城県稲敷郡阿見町大字香澄の里１３－１
電話番号　０２９－８８９－２９１１

茨城工場
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項　目 単位 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 04/05増減
電気 原油換算 ㎘ 135 157 157 0%
CO2 ｔ-CO2 200 233 234 0%
廃棄物発生量 ㎏ 7,375 5,910 3,390 -43%

集計範囲　大阪本社、東京本社、筑波研究所
	  名古屋営業所、中国営業所

ハリマ化成オフィス関連

項　目 単位 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 04/05増減
電気 原油換算 ㎘ 870 833 810 -3%
化石燃料 原油換算 ㎘ 91 95 92 -3%
CO2 ｔ-CO2 1,356 1,311 1,514 16%
排水量 ㎥ 84,299 67,708 69,088 2%
廃棄物発生量 ｔ 147 147 135 -8%
リサイクル量 ｔ 66 69 52 -25%

集計範囲　ハリマ観光、ハリマメデイカル
	   セブンリバー、ハリマ化成商事

国内関連会社

項　目 単位 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 04/05増減
電気 原油換算 ㎘ 56 50 52 52 73 40%
燃料（化+ﾊﾞｲｵ）原油換算 ㎘ 120 94 95 100 120 20%
CO2 ｔ-CO2 399 323 329 343 431 26%
ＮＯｘ ㎏ 248 193 195 206 250 21%
ＳＯｘ ㎏ 1,324 104 126 134 204 52%
排水量 ㎥ 1,565 1,630 2,109 1,792 2,095 17%
ＣＯＤ ㎏ 142 175 70 36 153 325%
廃棄物発生量 ｔ 34 31 38 44 58 32%
社外処理量 ｔ 19 24 30 36 51 42%
最終埋立量 ｔ 0 10 0 0 0 0%
大気排出量 ㎏ 0 1 2 4 10 186%
移動量 ㎏ 0 0 0 0 0 0%

所在地　宮城県岩沼市末広１－２－１
電話番号　０２２３－２２－１２０１

仙台工場

項　目 単位 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 04/05増減
電気 原油換算 ㎘ 24 30 28 30 35 17%
燃料（化+ﾊﾞｲｵ） 原油換算 ㎘ 68 80 66 66 65 -2%
CO2 ｔ-CO2 216 256 218 221 225 2%
ＮＯｘ ㎏ 141 164 137 137 134 -2%
ＳＯｘ ㎏ 841 309 553 704 690 -2%
排水量 ㎥ 54,353 51,719 53,567 54,476 46,820 -14%
ＣＯＤ ㎏ 109 155 54 109 94 -14%
廃棄物発生量 ｔ 15 17 11 6 3 -50%
社外処理量 ｔ 14 16 11 6 3 -50%
最終埋立量 ｔ 1 1 1 0 0 0%
大気排出量 ㎏ 41 25 18 18 18 0%
移動量 ㎏ 0 0 0 0 0 0%

所在地　愛媛県四国中央市村松町３６５－１
電話番号　０８９６－２４－１００１

四国工場

項　目 単位 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 04/05増減
電気 原油換算 ㎘ 161 100 97 88 89 1%
化石燃料 原油換算 ㎘ 422 320 248 318 299 -6%
CO2 ｔ-CO2 1,351 1,000 803 977 934 -4%
ＮＯｘ ㎏ 869 659 510 655 622 -5%
ＳＯｘ ㎏ 211 160 124 43 36 -16%
排水量 ㎥ － 2,204 1,984 3,098 2,821 -9%
ＣＯＤ ㎏ － 441 536 1,208 649 -46%
廃棄物発生量 ｔ 39 69 87 113 143 27%
社外処理量 ｔ 38 69 30 56 71 27%
最終埋立量 ｔ 38 35 8 21 33 57%
大気排出量 ㎏ 638 638 65 69 69 0%
移動量 ㎏ 0 0 2,300 0 0 0%

所在地　北海道白老郡白老町字石山２７－５
電話番号　０１４４－８３－２２０５

北海道工場



内容に関するお問い合わせ先

環境品質管理室
http://www.harima.co.jp
TEL:079-422-3301  FAX:079-426-6008

発行　2006年10月
（次回発行予定2007年8月）

環境・社会報告書 2006




